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2013年度政府予算編成に関する要請書

　貴職におかれましては、国際的・国内的にも厳しい状況の下、農林水産業の発展に日々御尽力されていることに心から敬意を表します。

　さて、2013年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が最重点課題）

記

（重点課題）

◎【国民が支える農林水産の再興】

1.　国民の理解を促し、国民が支える制度となるよう農業者戸別所得補償制度を充実させること。そのために、自然環境や人の暮らしを育み、守っている農の営みに対する「環境支払い」を同制度の根幹に位置づけること。

【公設試験研究機関関連】

1.　研究資金について

　(１)　プロジェクト研究、競争的資金など公設試験研究機関が応募できる研究資金について、内容を充実させ、十分な財源の確保をはかること。また、依然震災復興が必要な事から、対応すると考えられる資金・事業があれば、地方自治体の試験研究機関が積極的に参画し、採択されるよう配慮すること。

　(２)　近年、公設試験研究機関では研究予算の縮減から外部資金への依存度が高まっており、契約締結時期が遅くなると年度内の研究遂行に支障をきたす場合がある。このため、契約をできるだけ早期に締結できるよう必要な措置を講じること。また、新規課題採択の可否については公募要領に定められたスケジュールに沿って遅滞なく通知すること。

【農業改良普及関連】

1.　主要農業政策の根幹維持と財源の確保について

　(１)　農業者戸別所得補償制度をはじめ、民主党マニフェストに基づいた主要農業政策について、早期に軌道に乗るよう引き続き推進すること。また、そのための財源を確保すること。

　(２)　農業者戸別所得補償制度に環境加算を中心的なメニューとして位置づけ、自然環境や人の暮らしを支える農の営みに対して「環境支払い」の予算を拡大すること。

　(３)　６次産業化の拡大にむけた大規模なファンド立ち上げ等の政策あたっては、「農家の所得確保」に予算が活用されるよう十分な検証を行うこと。

◎(４)　競争力強化をねらいとした大幅な規模拡大、担い手の選別等の政策については、地域の意向を優先させるとともに農業者戸別所得補償制度の趣旨に照らして慎重な検討を行うこと。

2.　東日本大震災被災農家および地域に対する復旧、復興支援の実施について

　(１)　長期的な復興計画策定にあたっては、被災地の人々が一日も早く、営農活動を含め元の暮らしを取り戻し、地域が再生できることを目標に、地域の人たちの意見を踏まえて推進すること。一部に、被災地農業を大規模化、企業化によって国際競争力を高めるモデル地域にすべきという議論があるが、震災復興対策とは分けて被災地以外で検討すること。 

　(２)　放射性物質汚染による損害賠償については、引き続き東京電力に対して早期の支払いを促すとともに、必要に応じて対策を講じること。

◎(３)　放射性物質汚染地域の生産環境と技術を維持する観点から、可能な限りの農地保全、作物生産等営農活動を認め、その活動に対する「直接支払い」の形で所得補償を行うこと。

（個別課題）

【公設試験研究機関関連】

1.　公設試験研究機関と国・大学・民間企業との連携強化にむけた取り組みについて公設試験研究機関が有する人材や研究シーズを、震災復興や新技術の開発等に生かすため、コーディネーター等を活用した情報交換・研究交流をさらに進めるとともに、連携強化にむけた事前調査・基礎的研究のための予算の充実をはかること。

2.　６次産業化にむけた取り組みについて

　　農山漁村の資源を活用した農林水産業の６次産業化は、地域経済の活性化に有効であり、取り組みにあたっては公設試験研究機関の役割が今後、より重要になると考える。よって、６次産業化にむけた国の支援方策について、拡充と強化を行うこと。また、とくに公設試験研究機関が関与する取り組みについては継続的な推進を行うこと。

3.　農業者戸別所得補償制度について

　　2010年度より導入された農業者戸別所得補償制度については、2011年度に本格実施された。大規模な農政転換により、米粉用米や飼料米の重視、二毛作助成への対応など、公設試験研究機関においても課題の設定に多大な影響を及ぼしているため、同制度の導入にともなう技術的な課題について、公設試験研究機関の機能を十分に活用し、試験研究面での対応を講じること。

【環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への参加について】

1.　同協定への参加に関しては、貴省の試算では農林水産業への深刻な影響が示されているため、参加に関しては、国内産業への影響を慎重に検討すること。また、公設試験研究機関を活用し、農林水産業の競争力強化のために、技術的対応を講じること。

2.　ＴＰＰ議論が農業問題だけに焦点を当てられている現状を打開するため、正確かつ広範な情報を国民に提供すること。

【農業改良普及関連】

1.　国と地方の協同による「協同農業普及事業」の維持強化について

　(１)　今後の日本農業と地域農業がバランスよく発展できるよう、それを支援する協同農業普及事業を安定した制度として維持し、必要な交付金額を確保すること。

　(２)　全国の普及事業について一定のレベルを維持する観点から、安易に一括交付金化の対象としないこと。

　(３)　国の役割を交付金交付にとどめず、明確な仕組みを構築すること。とくに、国と地方の試験研究機関および普及事業との連携強化をはかる仕組みを国の組織にも整備すること。

【農業体質強化基盤整備促進について】

1.　2011年度第４次補正予算および2012年度予算で計上された「農業体質強化基盤整備促進事業」について、2013年度以降も同事業の継続と予算措置を行うこと。

【小水力発電の推進について】

1.　「小水力発電の推進」に関する制度と予算の拡充を行うこと。

【土地改良長期計画について】

1.　2012年３月に制定された「土地改良長期計画」の内容と予算の拡充を行うこと。

以　　上

－ 1 －


